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市民活動の領域�

■NPOと行政や企業とのさまざまな関係の概念図�

行政や企業の領域�

広義のパートナーシップの領域�

狭義の領域�

B C D E

Ａ.Ｅ：パートナーシップに頼らない独自の活動領域
Ｂ：ＮＰＯが行う事業に対して、行政や企業が支援をする領域（後援、広報掲載、助成）
Ｃ：事業の実施にあたり、ＮＰＯと行政や企業が対等に協力し合って実施する領域（共催）
Ｄ：行政や企業が行う事業を、ＮＰＯが請け負って行う領域（委託）
※委託事業の考え方の整理が必要。→Ｃの領域について検討することが重要

出典：『時代が動くとき』山岡義典（日本ＮＰＯセンター副代表理事）より



□ 1. 自己の確立
自分たちの団体の特性を理解し、冷静に自分たちの団体の立
場や状況を自身で理解し確認することができていますか。

□ 2. 相互の理解
協働の相手となる組織について、立場や状況の理解をしていま
すか。

□ 3. 対等な関係
依存や責任の押し付けのない、対等な立場で課題の解決がで
きていますか。対等に調整し合うことができていますか。

□ 4. 目標の明確化
自分たちの団体の目標。相手の目標。両方の目標。その３つの
目標を明確にし、理解していますか。

□ 5. 相互の透明性
双方の関係が透明であるために、情報公開がお互いにきちんと
なされていますか。

□ 6. 自己の改革
条件を満たし、目標を達成するために、自分自身も変わる柔軟
性を持っていますか。

□ 7. 関係の時限性
目標を持って活動に取り組み、達成すればその関係を打ち切
ることができますか。

□ 8. 相互の評価 互いに活動の評価を行っていますか。

最近はNPOと行政の協働をよりスムーズかつ効果的に進めていくために、各自治

体でその地域性に合わせたルールを作成し、それに沿って事業を進めるところも出

てきています。また、協働によって進めた事業の評価を行い、課題などを解決してよ

り良い協働を進める試みも始まっています。

もちろん、これらのルールや仕組みづくりは、両者の協働によって行われていると

ころも多く、双方の思いが活かされたものになっているはずです。皆さんの団体で

協働を進めようと考えている場合は、これらの情報を事前に入手して学習しておくと

良いでしょう。また、時代の変化とともにこれらのルールや仕組みを変更させていく

ことも忘れないようにしましょう。

行政との協働のルールや評価などの（こぼれ）話
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【会員・メンバー】�
多数�

【運動性】�
強い�

【運動性】�
弱い�

【会員・メンバー】�
小数�

自団体�

B団体�

A団体�

活動エリアと事業規模の比較� 知名度と○○○○の比較�



評価が計画に�
反映されたか�
（誰が計画するか？）�

目的にあった計画が�
されているか�
（誰が計画したか？）�

実施後に�
評価されたか？�
（誰が評価したか？）�

計画通りに�
実施できているか�
（誰が参加したか？）�

計画�
Plan

評価�
Check

実行�
Do

改善�
Act
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NPO支援センター等が開催する、企業を対象としたプログラム（名刺交換会や学習
会など）に積極的に参加する

企業のホームページやCSRレポートなどで、協働したい企業の社会貢献活動の方
針や過去の活動事例などを調べる

企業の社会貢献活動の一貫として行なわれている助成事業などに積極的に応募す
る。または、資料を取り寄せる

面談を申し込み、具体的な提案書を持って訪問する
＜ポイント＞自分たちの提案を話すだけでなく、どのような社会課題の解決が出来
るのか明確に説明と同時に、相手の企業のメリットになることについても提案でき
るようにしておく

①参加する

②調べる

③事業公募に応募する

④事業公募に応募する

④出会う

地縁組織（町内会、老人会、婦人会）などが実施している行事などに参加することに
より、地域のキーパーソンを見つける
＜ポイント＞一方的な発言や提案をせずに、先方の考えなども知る

できるだけ多くの関係者から話を聞き、課題や問題などを聞く

面談を申し込み、具体的な提案書を持って訪問する
＜ポイント＞ 自分たちの提案が、地域での生活においてどのような効果のある影
響を及ぼし、社会課題の解決が出来るのか明確に説明する

①参加する

②話を聞く

③出会う

NPO支援センター等が開催する、行政職員を対象としたプログラム（名刺交換会や
学習会など）に積極的に参加する

ホームページなどで、地域づくり総合計画、協働の指針や施策など、協働したい行
政のNPO施策や地域施策などを調べる

さまざまな施策策定のための外部委員の公募などに、積極的にアプローチして、公
募委員をはじめとする行政事業に参画する

協働事業の公募に応募する
＜ポイント＞ 実施したい提案に対する事業年度や費用、役割の分担はどのように
決定されるのかをあらかじめきちんと調べておく

面談を申し込み、具体的な提案書を持って訪問する
＜ポイント＞ 自分たちの提案が、地域施策にとって、どのような社会課題の解決が
出来るのか明確に説明する

①参加する

②調べる

③参画する

⑤出会う



設立の経緯：幅広く分野や地域を越えたNPO（民間非営利組織）の基盤強化を図り、企

業や政府、地方公共団体との対等のパートナーシップを確立することを目指し、1995年

末から各地域、各分野の関係者と協議を重ね、1996年11月に設立。

目的：この法人は、新しい市民社会の実現に寄与することを理念とし、分野や地域を越え

た民間非営利組織（NPO）の活動基盤の強化と、それらと企業および政府・地方公共団

体とのパートナーシップの確立を図ることを目的とする。

京都精華大学人文学部卒業後、印刷会社
の社員教育部署を経て、1996年9月に退
社。環境NPOなどでの嘱託スタッフやボ
ランティアを経験後、1998年4月より日本
NPOセンターの職員となる。センターで
は、主に交流・研修事業を担当し、NPO
向けの講座や、NPO支援センターのスタ
ッフ研修などの企画・運営を行っている


